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１ 令和３年度の実地指導等の結果及び運営に関する留意事項について               

実地指導は、よりよいサービスの提供を行っていただくことを目的として行っており、改善が必要な事項に

対する指導やよりよい支援等を促す助言等について、根拠規定や趣旨や目的等について説明を行いながら

事業者等との共通認識が得られるよう取り組んでいるところです。 

次のとおり、今年度の実施状況及び指摘事項等をお知らせしますので、参考にしてください。 

 

（１）実地指導の実施状況 

 ・実施期間：令和３年１０月から１２月 

 ・実施事業所数：３１事業所 

  

（2）実地指導の結果 

 ・文書指摘を行った事業所：２６事業所 

 ・口頭指摘のみの事業所：５事業所 

 ・指摘なしの事業所：０事業所 

・指摘内容及び改善状況一覧：資料１－１ 資料１－２ 

 

（３）主な指摘事項 

 今年度、指摘が多かった項目は次のとおりです。改善方法を記載していますので確認をしてください。 

文書指摘事項の主な項目（R4.2.28 時点集計） 

 

  

 

 

項目 主な内容 Ｒ３年度 Ｒ２年度 R 元年度 

一般原則 虐待防止研修未実施 ０ ３ １３ 

従業者の員数 基準人員の未配置 １ ４ ２ 

設備 設備の不備 ２ ０ ２ 

内容及び手続の説明及び同意 重要事項説明書の記載内容の不備 ２ ０ ３ 

契約支給量の報告 契約時の市町村への支給量報告を行っていない １ ７ １０ 

利用者負担額等の受領 低所得者等に該当する利用者の食費が定められていない １１ １ ４ 

給付費等の額に係る通知等 法定代理受領通知未発行 ０ １ ７ 

計画の作成 検討会議記録の不備、手順に従った処理がされていない １１ ７ １５ 

管理者の責務 管理者の運営管理ができていない ０ １ ０ 

工賃の支払・賃金 工賃・賃金の過払い ０ ３ １０ 

運営規程 運営規程と重要事項説明書の相違、必要事項の記載不備 ２２ ０ ９ 

勤務体制の確保等 兼務職員の事業ごとの勤怠管理をしていない １４ １２ ２７ 

非常災害対策 非常災害対策計画の不備、転倒防止対策未実施 ５ ６ ２０ 

掲示 運営規程、重要事項説明書の掲示なし １ ０ １５ 

秘密保持 従業員契約書内容の不備、個人情報同意の不備 ４ １ １１ 

会計区分 事業毎に会計を区分していない ０ ０ ６ 

苦情解決 苦情受付簿の未整備 ３ ０ ０ 

事故発生時の対応 ケース記録と事故発生報告の不突合、 ３ ０ ０ 

就労会計の処理 就労会計基準に従った処理をしていない ０ ２ ７ 

給付費の算定の取り扱い 加算等の要件を欠く請求 ２ １８ １１ 

業務管理体制の整備 法令遵守責任者変更等の届出未提出 ０ ４ ３ 

指定の変更の申請等 変更届未提出 ０ ４ ０ 

実施指導事業所数 ３１ ２７ ５０ 
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●運営規程 

運営規程と重要事項説明書と照合し、同一内容箇所は同一の記載内容にしてください。 

（実地指導で指摘した主な項目） 

・従業者の職種、員数及び職務内容 

・通常の事業の実施地域 

・サービス内容 

・利用者から受領する費用の種類及び金額（今年度は「食事の提供に係るもの」を重点に確認しました） 

・事故発生時の連絡先市町村 

・虐待防止のための措置に関する事項 

・第三者委員 

・苦情解決の市町村窓口 

(改善方法) 

・運営規程、重要事項説明書又は利用契約書を変更した際には、それぞれに同一の内容が記載されてい 

る項目も変更されているかどうか確認してください。 

・運営規程を変更した場合は、変更届が必要です。 

 

●勤務体制の確保 

事業所ごとの勤務表において、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、兼務関係等を明確にして 

ください。 

法人代表、役員が管理者、サービス提供（管理）責任者等の従業者となる場合も、就業場所、従事する業 

務、勤務時間等を明らかにしてください。 

（実地指導での事例） 

・勤務表が作成されていない。 

・複数の事業所を兼務している従業者の勤務時間が事業所ごとに管理されていない。 

(改善方法) 

・各事業所における月ごとの勤務予定表を作成し、出退勤の実績を記録する必要があります。 

・職員の勤務状況の把握が不明瞭であると、人員基準違反状態や加算要件の不備につながりますので、

特に事業を兼務する職員、職種を兼務する職員について、兼務別の勤務時間を管理するとともに、人員

基準を満たしているか確認を行ってください。 

 

●個別支援計画の作成等 

個別支援計画の作成（見直し）は、基準に規定する一連の手順に沿って、サービス管理責任者、サービス

提供責任者又は児童発達支援管理責任者（以下「サービス管理責任者等「という。）が行ってください。 

（実地指導での事例） 

・計画原案の作成にあたり、サービス提供の担当者等を招集して会議を開催していない。 

・会議記録がない。 

(改善方法) 

・個別支援計画の作成（見直し）において、サービス管理責任者等は計画原案を作成のうえ、サービスの

提供にあたる担当者等に意見を求める必要があります。その過程を記録し、残すようにしてください。 

・計画作成の業務は、適切に実施していなければ、場合によっては減算対象となります。適切に作成して

いることを説明できるよう、必要な記録を残すようにしてください。 
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●利用者から受領する費用の種類及び金額（特に「食事の提供に係るもの」） 

・食事の提供に要する費用に係る利用料を定める際には、食材料費も計算してください。 

・食事の提供に係るものをはじめ、利用者に経費の支払いを求めるものは、運営規程及び重要事項説明 

書に記載してください。 

 

（実地指導での事例） 

 ・食事の提供に係る経費について、運営規程と重要事項説明書の記載内容が一致していない。 

 ・食事の提供に要する費用について、低所得者等に該当する利用者に対する金額が定められていな 

い。 

 ・重要事項説明書に、食事のキャンセル料が記載されているが、食事提供体制加算対象者から受領

する金額が、食事代全額が記載されている。 

（改善方法） 

・食事の提供に要する費用に係る利用料は、食材料費及び調理等に係る費用に相当する額が基本で 

す。ただし食事提供体制加算該当者は、食材料費に相当する額となります。 

根拠：「食事の提供に要する経費、光熱水費及び居室の提供に要する経費に係る利用料等に関する指針」 

（平成18年9月29日厚生労働省告示545号） 

・食事提供体制加算を算定していない事業所においても、低所得者に対して食事の提供を行った場 

合は、食材料費のみの徴収になります。 

根拠：平成27年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成27年3月31日事務連絡）問５ 

 ・単純に、食事注文をとりまとめ、業者等の弁当を注文する場合、その代金の取り扱いについては。 

その都度現金精算を行うか、障害福祉サービス等の事業会計とは別会計で適切に取り扱うように 

してください。 

 

＜例示＞ 

食事に要する経費と食事提供体制加算の考え方（クックチル等活用し、最終的に事業所で調理・配膳する場合） 

クックチル等業者 

450円／食 

食材料費 200円 人件費、その他の経費（光熱水費等） 250円 

施設内調理室で調理 

（みそ汁は事業所調理） 

 30円／食 

食材料費  10円 人件費 20 円 

調理員人件費 

20円 

その他の経費（光熱水費等） 

温めなおし経費０円 

 

□･･･食事提供加算対象者から徴収できる部分（200 円＋10 円＝210 円） 

 

利用者に提供される食事に要する費用 480 円 

食事提供体制加算対象者から徴収できる食事代 210 円（食材料費） 

食事提供体制加算対象者の人件費及びその他の経費の合計 270 円に対し、加算額が充当される。 

 ※注意※ 人件費及びその他の経費の合計（270 円）は、は加算額 300 円より少なく 

30 円余剰金が出るため、加算対象者から徴収する食事代 210 円に充当 ⇒ 180円 

食事提供体制加算対象者以外から徴収できる食事代  480円 

 

●非常災害対策 〔令和３年度実地指導重点項目〕 

・消防計画及び風水害、地震、津波等の災害に対処するための計画について、国の通知に示された項目

及び内容を盛り込んだ内容としてください。 
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・定期的に避難、救出その他必要な訓練を実施し、実施状況を記録してください。 

（実地指導での事例） 

・非常災害対策計画の内容に、立地条件などの具体的事項が記載されていない。 

（改善方法) 

・計画は実際に災害が起こった際に利用者の安全が確保できる実効性のあるものとすることが重要です。

厚生労働省の通知にある記載すべき具体的な項目を盛り込み、各事業所の状況や地域の実情を踏まえ

た内容としてください。特に、UPZ(緊急防護措置を準備する区域。原子力施設から概ね半径30km以内) 

 内にある施設は、原子力災害に対する災害対策が必要です。 

 

●秘密保持 

・従業者（管理者も含む）との雇用契約時に、利用者又はその家族についての秘密保持の同意書をとって

ください。 

・利用者又はその家族に関する情報を、他の事業者等に対し提供する際は、あらかじめ文書により同意

を得てください。 

（改善方法） 

・従業者等の雇用契約時に、利用者又はその家族についての秘密保持の同意書も取ってください。同

意書の内容には、事業所を辞めた後も利用者又はその家族の秘密を保持することも含めてください。 

・利用者と利用契約を締結する際に、他の指定障害福祉サービス事業者等に対し情報を提供すること 

への同意書も取るようにしてください。 

 

●苦情解決 

・苦情解決のための必要な措置が十分に講じられていない事業所が見受けられましたので、苦情解決の

に向けた体制を整備してください。 

（実地指導での事例） 

・苦情受付簿が作成されていない。 

・運営規程及び重要事項説明書に、苦情解決の市町村窓口等又は県社会福祉協議会のサービス運営適 

正化委員会が記載されていない。 

・苦情解決の体制を従業員全員に周知できていない。 

 

●事故発生時の対応 

・事故発生時に必要な措置が十分に講じられていない事業所が見受けられましたので、体制等を整備し

てください。 

（実地指導での事例） 

・事故の内容がケース記録には記載されているが、事故発生報告が提出されていない。 

・運営規程及び重要事項説明書に、事故発生時の市町村窓口等が記載されていない。 

（改善方法) 

・事業所内で事故が発生した場合は、ケース対応ではく事故報告として対応してください。 
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〔給付請求関係〕 

●各種加算の算定 

各種加算を算定する場合、算定要件を十分確認してください。また、各加算の根拠となる算定要件として 

記録の作成が求められるものについては、適切に記録を作成してください。 

また、届け出た体制に変更がある場合は、速やかに変更に係る届出を行ってください。 

 

〔今年度指摘した加算〕 

○欠席時対応加算 

利用者が急病等によりその利用を中止した場合において、従業者が利用者又はその家族等との連絡

調整その他の相談援助を行うとともに、当該利用者の状況、相談援助の内容等を記録した場合に算定

可能。 

（実地指導での事例) 

・利用者から当日欠席の電話連絡があったもののうち、当該相談援助の内容を行った記録がないものに 

ついて加算を算定していた。 

（改善方法) 

・利用者からの利用中止の連絡があった日や、当該利用者の状況及び実施した相談援助の内容を漏れな 

く記録してください。 

 

○関係機関連携加算Ⅰ（障害児通所支援事業） 

障害児が通う保育所その他関係機関との連携を図るため、あらかじめ保護者の同意を得て、当該障害

児に係る個別支援計画に関する会議を開催し、行く所その他関係機関との連絡調整及び相談援助を

行った場合に算定可能。 

（実地指導での事例) 

・関係機関との連携を図るため、当該就学児に係る個別支援計画に関する会議記録（出席者、会議内容） 

を記録したもの残されていない。 

また、当会議の結果を踏まえた個別支援計画の策定（見直し）が行われたかどうか確認できない。 

（改善方法) 

・会議又は連絡調整を行った場合はその出席者、開催日時、その内容の要旨及び個別支援計画に反映

させるべき内容を記録してください。 

・別機関が実施する会議に参加しても、会議を開催したことにはなりませんので注意してください。 

根拠：平成27年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成27年3月31日事務連絡）問６７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給付費の各種加算については、大まかに 

① あらかじめ加算に該当する体制を整えていることを届け出ることでもらえる加算 

② あらかじめ個別支援計画に支援内容等が記載され、その内容等を支援したことをきち

んとケース記録等に記載することでもらえる加算 

③ 利用者等行った支援等をきちんとケース記録等に記載することでもらえる加算 

の３つのタイプがあります。 

加算の請求をする際には、その加算はどのタイプの加算なのかを確認し、要件を満たして

いるかどうか確認した後に請求をしてください。 

※加算の有無に限らず、支援した内容はきちんとケース記録等に記載してください。 
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（４）その他 

今年度の主な指摘事項は上記のとおりですが、実地指導以外の場面においても、様々な意見や苦情が寄

せられています。 

先日、資料１－3 のとおり、運営法人宛てに通知をしているところですので、サービスの提供及び運営に関

して今一度点検をお願いします。 

 

なお、自己点検表をホームページ上に掲載していますので、定期的に点検を行う等ぜひ活用してください。 

 

【ホームページ掲載箇所】 

〇障害福祉サービス事業者 

とリネット＞障がい福祉課＞ホームページ左側「その他」＞指定事業所等について＞指導監査関係 

https://www.pref.tottori.lg.jp/256708.htm 

 

 〇障害児通所支援事業者 

とリネット＞子ども発達支援課＞ホームページ左側「関係法令、通知（報酬・加算等）、指導監査」＞指定障 

害児通所支援事業所等に対する指導監査 

https://www.pref.tottori.lg.jp/101066.htm 
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２ 令和 3 年度障害福祉サービス等報酬改定における改正内容及び経過措置          

令和３年度の改正及び経過措置を一覧表にしました。取組事項が義務化になるまでに事業所内の体
制を整備してください。 
詳細は、資料 2「令和 3 年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容」（令和 3 年 2 月 4

日）をご覧ください。 

 
 

対  象 

サービス 
取 組 事 項 

(2021.4) 

R3 年度 

(2022.4) 

R4 年度 

(2023.4) 

R5 年度 

(2024.4) 

R6 年度 

全サービス 
感染症の発生及びまん延の防止等に関する委員会の設
置や研修訓練の実施等 

努力 

義務 

努力 

義務 

努力 

義務 
義務化 

全サービス 

感染症や災害が発生した場合であっても必要なサービ
スが継続的に提供できる体制を構築するための、業務
継続計画（BCP）の策定、研修実施、訓練の実施等 

努力 

義務 

努力 

義務 

努力 

義務 
義務化 

全サービス 

障害者虐待防止の更なる推進のための虐待防止委員会
の設置、虐待防止責任者の設置、従業者への研修実施
等 

努力 

義務 
義務化 義務化 義務化 

全サービス 
ハラスメントへの対応方針等の明確化、従業者への対応
方針の周知・啓発、相談に対応するための体制整備等 

義務化 

義務化 
（中小企
業 も 義
務化） 

義務化 
（中小企
業 も 義
務化） 

義務化 
（中小企
業 も 義
務化） 

身体拘束等の適正化 

自立支援、就
労定着、相談
系サービス以
外 

＜訪問系新設＞ 

身体拘束等を行う場合には、その態様及
び時間、その際の利用者の心身の状況並
びに緊急やむを得ない理由その他必要
な事項の記録 

訪問系 義務化 義務化 義務化 義務化 

その他 従前より義務化 

＜R3 新設事項＞ 

身体拘束適正化のための委員会の設置
及びその結果の従業員への周知、指針の
整備、就業者への定期的な研修の実施 

訪問系 

その他 

努力 

義務 
義務化 義務化 義務化 

＜新設事項について＞ 

身体拘束廃止未実施減算 

訪問系 

その他 
  

減算 
適用 

減算 
適用 

その他の経過措置等 

自立支援、就
労定着、相談
系サービス以
外 

処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）及び特別加算
廃止 

 

R3.3.31 

時点で算定 

経過 

措置 
廃止 廃止 廃止 

R3.4.1 

以降算定 
廃止 廃止 廃止 廃止 

食事提供体制加算（食事提供加算）の経過措置の延長 

（生活介護、短期入所、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、 

就労継続支援（A 型、B 型）、児童発達支援、医療型児童発達支援） 

令和〇年度末まで延長 

同行援護 
従業者要件のうち、盲ろう者向け通訳・介助員を同行
援護従事者養成研修修了者とみなす経過措置 

経過 

措置 

経過 

措置 

経過 

措置 
廃止 

行動援護 

従業者及びサービス提供責任者の要件のうち、介護福
祉士や「社会福祉士及び介護福祉法第 40 条第 2 項第 2

号の指定を受けた学校又は養成施設において１月以上
介護福祉士として必要な知識及び技能を習得した者」
（実務者研修修了者）を行動援護従業者養成研修課程
修了者とみなす経過措置 

経過 

措置 

経過 

措置 

経過 

措置 
廃止 

児 童 発 達 支
援、放課後等
デイサービス 

人員基準の「障害福祉サービス経験者」
を廃止し、保育士・児童指導員のみに人
員基準を見直し 

R3.3.31 

時点で指定 

経過 

措置 

経過 

措置 
廃止 廃止 

R3.4.1 

以降指定 
廃止 廃止 廃止 廃止 

福祉型障害児
入所施設 

主として知的障碍児を入所させる施設、
主として盲児又はろうあ児を入所させ
る施設の職員配置について、おおむね障
害児の数を４で除して得た数以上（４：
１）の配置に見直し 

R3.3.31 

時点で指定 

経過 

措置 
適用 適用 適用 

R3.4.1 

以降指定 
適用 適用 適用 適用 
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３ 各種届出に係る注意事項について                                       
 

（１） 変更の届出 

事業所の名称、所在地、管理者・サービス提供責任者・サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者

の氏名及び住所、平面図、運営規程等の変更届出事項に変更があった場合、変更から１０日以内に所定

の様式により変更内容を届け出てください。 

 

（２） 介護給付費等の請求に関する変更の場合 

①加算等を新たに算定する場合、又は、加算等の算定される単位数が増える場合 

毎月１５日までに届出があった場合は翌月から加算等の適用になりますが、１６日以降の届出について 

は翌々月からの適用になります。 

②加算等の算定される単位が減る場合、又は加算等が算定されなくなる場合 

   加算等の単位数が減る（又は算定されなくなる）事実が発生した日から算定を行うことができません。 

この場合、速やかに変更届け出を提出してください。 

 

（３）廃止・休止届、再開届 

事業を廃止、休止しようとするときは１月前までに、休止した事業を再開したときは再開から１０日以内に 

「廃止・休止・再開届出書」を提出してください。 

なお、廃止・休止にあたっては、引き続きサービス提供を希望する者に対し、他の事業者等との連絡調整 

その他の便宜の提供を行う必要があります。届出の提出にあたっては、現利用者に対して責任ある対応を

行ったことを確認しますので、下記事項を記載した書類をあわせて提出してください。 

 特に、今年度は、計画相談事業者へ事前に廃止の連絡をしないまま利用者に直接説明したことへの意見

が入っています。利用者に関係のある他の事業者等との連絡調整をしっかり行ってください。（資料１－３ ） 

・現にサービスを受けている者に対する措置（措置の内容については、支援記録等で確認します） 

・現にサービスを受けている利用者の氏名、連絡先、受給者証番号、引き続きサービスの提供を希望する

旨の申出の有無 

・引き続きサービスの提供を希望する利用者に対し、サービスを継続的に提供するほかの事業者の名称 

 

（４）各種書類のダウンロードについて 

届出事項の変更、加算の申請書類などの各様式は、県ホームページに掲載しています。提出にあたっ

ては、最新の様式をダウンロードし、必要事項を記入の上、提出してください。 

 

【ホームページ掲載箇所】 

とリネット＞西部総合事務所県民福祉局＞ホームページ左側「各種手続きに関すること（障がい・介護事業関

連）＞「指定障害福祉サービス事業、指定一般相談支援事業、指定障害児通所支援事業」＞１ 事業者の指

定申請・変更等 

https://www.pref.tottori.lg.jp/72387.htm 

 

 

 

 

 



 

~ 10 ~ 

４ その他連絡事項                                                                           

（１）令和４年度基本報酬及び加算に係る介護給付費等算定に係る届出書の提出について 

・令和４年度当初に届出の必要な基本報酬及び加算については、以下のとおりです。 

① 前年度実績に基づき決定される報酬区分及び加算について…原則、提出が必要です。 

     ※ただし、現在認定をうけている基本報酬及び加算について、令和４年度の算定要件の確認を行っ 

た結果、報酬区分及び加算区分に変更がない場合は、提出不要です。ただし、実地指導の際に 

確認しますので、認定要件の確認結果は保存しておいてください。 

② ①以外の加算等…変更がある場合のみ提出してください。 

※（「３（２）介護給付費等の請求に関する変更の場合」のとおり。） 

 ・届出提出期限は、令和４年４月１５日（金）です。 

   提出期限までに提出できない吐合は、令和４年４月 1 日に遡っての算定はできないので、期限までに必 

ず提出してください。 

 ・提出書類は以下のとおりです。 

  ①介護給付着等算定に係る体制等に関する届出書（全事業者） 

  ②介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表（全事業者） 

  ③組織図（全事業者） 

  ④従業員等の勤務形態一覧表（全事業者） 

  ⑤基本報酬、各加算に係る届出書及び添付書類（該当事業分） 

 

   

  

 

   

【届出書様式掲載ホームページ】 

とリネット＞障がい福祉課＞ホームページ左側「その他」＞各種様式・マニュアル・通知＞令和３年度障 

害福祉サービス等報酬改定について 

https://www.pref.tottori.lg.jp/item/1238760.htm 

 

（２）令和４年度の処遇改善加算等の計画書の提出について 

・令和４年度の福祉・介護職員処遇改善計画書、福祉・介護職員等特定処遇改善加算の計画書について 

  以下の書類を提出してください。 

①別紙様式２－１，２－２，２－３ 障害福祉サービス等処遇改善計画書 

②別紙様式２－４ 職員分類の変更特例に係る報告 

・申請書提出期限は、令和４年４月１５日（金）です。 

 

【ホームページ掲載箇所】 

とリネット＞障がい福祉課＞ホームページ左側「その他」＞指定事業所等について＞福祉・介護職員処

遇改善加算について 

https://www.pref.tottori.lg.jp/254604.htm 

 

 

 

※就労継続支援Ａ型作業所は、区分の変更の有無にかかわらず、届出書を提出してください。 
その際に、⑤の添付書類としてスコア表及びスコア表の内容が確認できる書類等の写しも提
出してください。（詳細は、「厚生労働大臣の定める事項及び評価方法」（令和 3 年厚生労働省告
示第 88 号）及び「厚生労働大臣の定める事項及び評価方法の留意事項について」（令和 3 年 3 月
30 日障溌 0330 第 5 号）で確認してください。） 
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（３）障害福祉サービス等情報公表制度について 

平成３０年４月から、利用者による個々のニーズに応じた良質なサービスの選択に資することを目的とし

て、全ての指定障害福祉サービス事業者等に対して障害福祉サービスの内容等を報告することが義務付

けられました。令和４年度の報告については、下記のとおり報告をお願いします。 

 

（報告期間（予定）） 

令和４年 5 月 1 日から令和４年 7 月 31 日まで  

（報告方法） 

「障害福祉サービス等情報公表システム」へログインし、「事業所詳細情報」の報告を行ってください。 

ログインＩＤとパスワードは各事業者宛てに通知していますが、不明な場合は連絡をお願いします。 

 

 

＜参考＞ 

前年度実績に基づき決定される報酬区分及び加算の一覧（主なものを掲載しています。早見表としてご活用ください。） 

〇障害福祉サービス事業 

        事業名 

基本報酬・加算 

訪問系 療養 

介護 

生活 

介護 

施設 

入所 

自立 

訓練 

就労 

移行 

就労 A 就労 B 就労 

定着 

共同生 

活援助 

地域 

移行 

基本報酬      ● ● ● ●  ● 

移行準備支援体制      ●      

視覚・聴覚言語障害支援体制   ● ● ● ● ● ●  ●  

重度支援体制       ● ●    

就労移行支援体制   ●  ●  ● ●    

就労定着実績体制         ●   

人員配置体制  ● ●         

通勤者生活支援          ●  

特定事業所 ●           

目標工賃達成指導員        ●    

夜勤職員配置体制    ●        

夜勤支援等体制          ●  

重度障害者支援   ● ●        

 

〇障害児通所支援事業分 

        事業名 

基本報酬・加算 

児童発達支援 放課後等デイサービス 福祉型障害児入所施設 

 

未就学児等支援区分 ●   

看護職員加配加算 ● ●  

看護職員配置   ● 
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５ 参考資料掲載ホームページアドレス                                     

 

（１） 障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアルについて 

厚生労働省：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

 

（２） 障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル 

（３） 障害福祉サービス事業所等における業務継続ガイドライン等について 

厚生労働省：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

 

（４） 障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン等について 

厚生労働省：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html 

 

（５） 障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き 

厚生労働省：https://www.mhlw.go.jp/content/000686499.pdf 

 

（６）障害福祉サービス等事業所における新型コロナウイルス感染症への対応等について 

厚生労働省：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00097.html 

 

（７）新型コロナウイルス感染症特設サイト 

鳥取県：https://www.pref.tottori.lg.jp/290112.htm 

 

（８）障がい者福祉施設及び高齢者福祉施設向け新型コロナウイルス感染症の感染予防対策研修(動画) 

鳥取県：https://www.pref.tottori.lg.jp/291417.htm 
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各事業所では、新型コロナウイルス感染対策に毎日取り組んでいただいているところです。 

ここには、県の対策本部で説明されているなかから、日常業務の取組みの参考になるものを掲載しています。 

参考資料掲載ホームページ内の資料とあわせてご利用ください。 

 

（参考） 新型コロナウイルス感染症対策本部（第 150 回）会議資料より               
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